
様式第８（第１０条関係）

住所　 岐阜県大野郡白川村鳩谷５１７番地
氏名 白川村長　成　原　　茂 印

      （２） 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。

 　　　　令和３年度電源立地地域対策交付金事業評価報告書

令和４年　７月２５日　
　岐阜県知事　　古田　肇　　様

　　令和３年５月１２日付け第３７号をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策交付金にかかる交付金事業の成果の評価について岐阜県
電源立地地域対策交付金交付要綱第１０条第３項の規定により別紙のとおり報告します。

（注）（１） 別紙は次の事業評価総括表及び事業評価個表の様式によること。



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和３年度） 

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

3 地域活性化措置 保健推進事業 白川村 2,282,357 2,180,000

1 地域活性化措置 保育園運営事業 白川村 19,910,433 19,910,433

診療所運営事業

交付金充当額

2 地域活性化措置 白川村 21,902,229 20,960,000

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交

付金事業者名
交付金事業に要した

経費
備 考



Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

評価年度の設定理由

年度ごとに事業を行っており、年度により要保育児の入所者数を確認できるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
本交付金の活用により、当該２保育園の保育士６名分の人件費（４月から１月までの給料及び１２月期末・勤勉手当)を確保することができた。
昨年から引き続き、待機児童0を維持している。また未満時に関しても一時保育ながら、保護者の要望に応えれるよう対応している。次年度の
改善点としては、より保護者のニーズにあった保育園づくりの推進・村民に触れ合う機会を保育に取り入れ、入所者数の増加を図る。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

成果実績 ％
目標値 ％
達成度 ％

事業期間の設定理由 白川村第２次総合戦略の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果
実績

成果目標 成果指標 単位 　評価年度　　　令和４年度

要保育児の入所率
100％（令和３年度）

要保育児の入所率：
入所者数÷入所対象人
口×１００

交付金事業に関係する主要政
策・施策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
白川村第２次総合戦略（令和２年度～令和６年度）
３、（まち）結婚・出産・子育ての希望を叶えるー二重の相互扶助の構築ー
施策③子育ておよび仕事との両立と教育を支援する
　目標　要保育児の入所率　100％（令和３年度）
　　　　　※要保育児の入所率　：　入所者数÷入所対象人口×100

事業開始年度 ２年度 事業終了（予定）年度 ６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 白川村

交付金事業実施場所 白川村大字荻町地内他１件

交付金事業の概要

白川村内保育園の保育士６名分の人件費（４月から１月までの給料及び１２月期末・勤勉手当）
白川村は、第２次総合戦略に基づき、晩婚化や核家族化、産後の仕事復帰が早まっている情勢から、未満児を中心
に保育サービスのニーズはさらに増加することが見込まれる。こうした情勢に対応するため、電源立地地域対策交
付金を活用し、保育士の確保に注力、村の保育所利用の待機児童ゼロを継続します。

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 保育園運営事業

100
100

100.0

無



交付金事業の評価課室 教育委員会　保育園

19,910,433

交付金事業の担当課室 教育委員会　保育園
計 19,910,433

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
保育士人件費 雇用 保育士６名

うち文部科学省分
うち経済産業省分 16,000,000 17,255,000 19,910,433

交付金充当額 16,000,000 17,255,000 19,910,433

交付金事業の総事業費等 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 備考
総事業費 17,937,198 18,863,618 19,910,433

50 50 60

達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

令和２年度 令和３年度

保育士の雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間（月）

活動実績 人月 50 50 60

活動見込 人月

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位 平成３１年度



Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

評価年度の設定理由

年度ごとに事業を行っており、年度により受診率を見ることができるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
本交付金の活用により、当該2診療所に勤務する医師１名看護師３名分の人件費（４月から１月までの給料及び１２
月期末・勤勉手当）を確保することができた。高い水準の医療サービスを目指すために、臨時職やパート勤務の看
護師の確保を引き続き行っていく必要がある。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

29.5
目標値 ％ 30
達成度 ％ 98.3

交付金事業の成果目標及び成果
実績

成果目標 成果指標 単位 　評価年度　　　令和４年度

確実な診療サービスを提供するた
め、午後以降の受診率の割合を高
める。目標値30％（令和３年度）

受診率（％）
成果実績 ％

事業開始年度 ２年度 事業終了（予定）年度 ６年度

事業期間の設定理由 白川村第２次総合戦略の終期まで

交付金事業実施場所 白川村大字鳩谷地内他１件

交付金事業の概要

白川村内診療所の医師１名看護師３名分の人件費（４月から１月までの給料及び１２月期末・勤勉手当）
白川村は、第２次総合戦略に基づき、いつまでも住み続けたい村づくりのために、「村外の機関との連携を図り、村
で受けられるサービスの種類を増やす」等に対応するため、電源立地地域対策交付金を活用し、他の市町に比べ引
けを取らない水準以上の医療サービスの提供に努めます。

交付金事業に関係する主要政
策・施策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
白川村第２次総合戦略（令和２年度～令和６年度）
３、（まち）結婚・出産・子育ての希望を叶えるー二重の相互扶助の構築ー
施策④医療・介護や専門的サービスを充実させ、買い物の利便性を高める
　目標　確実な診療サービスを提供するため、午後以降の受診率の割合を高める。
　　　　　現状　２０％→目標値　３０％（令和３年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

2 地域活性化措置 診療所運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 白川村



交付金事業の評価課室 村民課　診療所

21,902,229

交付金事業の担当課室 村民課　診療所
計 21,902,229

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
医師・看護師人件費 雇用 医師１名・看護師３名

うち文部科学省分
うち経済産業省分 16,440,000 17,000,000 20,960,000

交付金充当額 16,440,000 17,000,000 20,960,000

交付金事業の総事業費等 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 備考
総事業費 16,774,079 18,403,815 21,902,229

40

達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

令和３年度

医師・看護師の雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間（月）

活動実績 人月 30 30 40

活動見込 人月 30

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位 平成３１年度 令和２年度

30



Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

％

70.6

117.7

本事業により、保健師1名の人員を確保する事が出来た。これにより特定健康診査等の各種健（検）診をはじめとす
る保健事業の充実が図れている。また個別訪問による保健・栄養指導を実施している。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

年度ごとに事業を行っており、年度により受診率等を見ることができるため

評価年度の設定理由

成果実績 （受診率） ％ 64.2

目標値 ％ 60
％成果実績 （終了率） 

事業期間の設定理由 ヘルスプランしらかわ２１（第２次）の終期まで

交付金事業の成果目標及び成果
実績

成果目標 成果指標 単位 　評価年度　　　令和　４　年度

受診率60％以上（令和３年度）
終了率60％以上（令和３年度）

受診率（％）
終了率（％）

交付金事業に関係する主要政
策・施策とその目標

ヘルスプランしらかわ２１（第２次）（平成２７年度～令和４年度）
基本目標　健康寿命の延伸
平均寿命の延びを重視するだけでなく、「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」で
ある健康寿命の延伸を目指す。
そのために、脳血管疾患等の予防に努め、日常生活が制限される状態（介護が必要な状態）となる人の割合の
減少を目指します。
目標　特定健康診査の受診率60％以上（令和３年度）
　　　　特定保健指導の終了率60％以上（令和３年度）

事業開始年度 ２７年度 事業終了（予定）年度 ４年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 白川村

交付金事業実施場所 白川村大字荻町地内他１件

交付金事業の概要

保健師１名分の人件費（４月～１月までの給料及び１２月分の期末手当・勤勉手当）
白川村は、ヘルスプランしらかわ２１（第２次）に基づき、基本目標である健康寿命の延伸に向け、
「生活習慣病の発生予防と重症化予防の徹底」や「生活習慣の改善」等に対応するため、電源立地地域対策交付金
を活用し、日常生活が制限される状態（介護が必要な状態）となる人の割合の減少に努めます。

番号 措置名 交付金事業の名称

3 地域活性化措置 保健推進事業

達成度(受診率)

交付金事業の定性的な成果及び評価等

達成度（終了率） ％ 107.0



無

交付金事業の成果目標及び成果
実績



交付金事業の評価課室

2,282,357

交付金事業の担当課室 村民課　村民健康福祉係
計 2,282,357

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
栄養士人件費 雇用 栄養士１名

うち文部科学省分
うち経済産業省分 3,734,708 1,500,000 2,180,000

交付金充当額 3,734,708 1,500,000 2,180,000

交付金事業の総事業費等 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 備考
総事業費 3,734,708 2,484,229 2,282,357

人月 20 10

達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

令和２年度

10

令和３年度

保健師・栄養士の雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間（月）

活動実績 人月 20 10 10

活動見込

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位 平成３１年度

村民課　村民健康福祉係


